
総 務 常 任 委 員 会 日 程 

 

 

                      日時 令和８年９月９日（水） 

                         午前９時３０分 

                      場所 第１議会委員会室 

 

 

１ 議案  第３６号  藤沢市市税条例の一部改正について 

 

２ 議案  第３７号  藤沢市手数料条例の一部改正について 

 

３ 請願 ８第 ２号  日本政府に非核三原則の堅持を要請する意見書提出を求

める請願 

  陳情 ８第１２号  非核三原則の尊重と堅持を求める意見書を国に提出する

ことを求める陳情 

 

４ 報   告（１）  公共料金の見直しについて（改定案再報告）  
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請 願 文 書 表 

                                            令和８年 ９月 ３日 定例会 
 

日本政府に非核三原則の堅持を要請する意見書提出を求める請願 

受理年月日 令和８年８月２７日 

番   号 ８第２号 

要   旨 

【請願項目】 

日本政府に非核三原則の堅持を要請する意見書提出を求めます。 

 

【請願理由】 

核兵器を「持たず、つくらず、持ち込ませず」の非核三原則は、日本の国是

であり、国際公約です。1971年の衆議院本会議においてこの三原則が決議され、

それ以来、「非核三原則を国是として堅持する」という決議が６回も繰り返さ

れてきました。 

また地方自治体においては1980年代から非核三原則を基調とする非核自治体

宣言が始まり、全国1,718の自治体のうち2026年現在、1,674の自治体が宣言し、

神奈川県内ではすべての自治体が宣言しています。藤沢市においても1982年に

宣言し、また95年には核兵器廃絶平和推進の基本に関する条例が全会一致で制

定されました。それぞれの条文には「非核三原則が完全に実施されることを願

い」、「国是としての非核三原則の厳守」と書かれています。 

８月１日に行われた「日本世論調査会」のアンケートでも非核三原則を「堅

持すべき」とした人は76％にも上り、国民にも広く支持されていることが分か

ります。 

ところが近年、核保有国による核の威嚇や核軍拡競争の拡大など、世界は核

兵器廃絶に対する逆流が強まってきました。また我が国においても非核三原則

の見直しが取りざたされるようになってきました。 

しかし我が国は唯一の戦争被爆国として、国内においては非核三原則を堅持

し、世界に向けては核兵器廃絶の先導的役割を果たすことが求められています。  

そこで藤沢市議会として日本政府に対して非核三原則の堅持を要請する意見

書提出を求めます。 

請 願 者 

住 所 氏 名      

藤沢市鵠沼海岸６－１５－１５ 

ピースリレー・ふじさわ 

事務局長 島田 啓子 

紹 介 議 員      土屋 俊則  原田 建   
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